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はじめに
本 稿 で は， 近 年 TPP（Trans-Pacific Strategic 








た。カレンシー・ボード制による 1 ドル＝ 1 ペソ
のドルペッグを実施し，海外からの投資に伴う為
替リスクをなくすこと，また多くの国際投資協定
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図 1 に見られるように，ISDS の申立件数は
1990 年代後半から増加し，近年では 1 年に数十
件の申立が行われている。そして 2012 年末に
は，その総数が 514 件となった（UNCTAD [2013b: 




小寺は，ISDS の申立件数が 1998 年頃から飛
躍的に増えるきっかけとなったのが，北米自由
貿 易 協 定（NAFTA: North American Free Trade 

























































































図 1　ISDS の申立件数（各年および累積）　1987-2012 年 （単位：件）
（出所） UNCTAD [2013c] より筆者作成。
（注） ICSID（The International Centre for Settlement of Investment Disputes：投資紛争解決国際センター）。
 ICSID 以外の仲裁機関としては，UNCITRAL（The United Nations Commission on International Trade 
Law: 国際連合国際商取引法委員会），SCC （The Stockholm Chamber of Co erce: ストックホルム商業
会議所仲裁協会）等がある。2012 年末の時点で全申立の 92%が以上の仲裁機関において行われた。
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NAFTA である（49 件）。また，3 番目に多いのは，
本稿と関わりの深い米国とアルゼンチンの二国間
投資協定（BIT: Bilateral Investment Treaty）（17 件）
である（UNCTAD [2013a: 4]）（2）。後述の通り，同
年末までにアルゼンチンに対して申立が行われ
た ISDS の総数は 52 件であり，したがっておお







（ICSID: The International Centre for Settlement of 
Investment Disputes）では ISDS の約 6 割を扱っ
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最大 4 分の 1 に低下した。同時に，ドル建て債務

























図 2　ISDS の申立が行われた件数（国別）（2012 年末現在）
（出所） UNCTAD [2013a: 29, Annex 2.] より筆者作成。
表 1　 1990 年代に実施された民営化  
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年に実質 GDP が前年比 10.9%減少し（Kacowicz 









































Enron Creditors Recovery Corporation （formerly 
Enron Corporation） and Ponderosa Assets, L.P.
ガス配給会社 2001 年 4 月 11 日 2007 年 5 月 22 日
CMS Gas Transmission Company ガス配給会社 2001 年 8 月 24 日 2005 年 5 月 12 日
LG&E Energy Corp., LG&E Capital Corp. and 
LG&E International Inc.
ガス配給会社 2002 年 1 月 31 日 2007 年 7 月 25 日
Sempra Energy International ガス配給会社 2002 年 12 月 6 日 2007 年 9 月 28 日
BG Group　Plc. ガス配給会社 2003 年 4 月 25 日 2007 年 12 月 24 日
Continental Casualty Company 保険会社 2003 年 5 月 22 日 2008 年 9 月 5 日
（出所） サイト名（https://icsid.worldbank.org/ICSID/FrontServlet，2013 年 9 月 4 日アクセス）。
 サイト名（http://www.italaw.com/sites/default/files/case-documents/ita0081.pdf，2013 年 9 月 5 日アクセス）。
（注） BG のみ国連国際商取引法委員会（UNICITRAL）仲裁。それ以外の事例は全て ICSID 仲裁。
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ンチンには他にいくつかの政策的対応の選択肢があっ



















































対応して，米国が 1994 年に作成したモデル BIT
（国家が BIT 締結の際に自国の希望として提示する条














に対応できるように，BIT を含む IIA にはそれ
らのバランスをとることが求められるようになっ
た（小寺 [2010b: 104]）（10）。
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第 1 に， 国 家 が 仲 裁 判 断 に 従 わ な い 場 合
で あ る。 ア ル ゼ ン チ ン 政 府 は，CMS Gas 
Transmission Company（ 約 1 億 3000 万 ド ル ），










































度（The International Investment Disputes State 
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TPP ではこれまでの EPA （Economic Partnership 
Agreement: 経済連携協定）とは異なり，先進国，
特に ISDS を最も活用してきた米国と米国企業が


















⑵ 2 番 目 の エ ネ ル ギ ー 憲 章 に 関 す る 条 約（The 
Energy Charter Treaty）については，2013 年 6 月
現在，米国はオブザーバーである。
⑶ UNCTAD [2013a: 4, Figure 3] 参照。












⑹ 1990 年 か ら 2001 年 ま で の 間 に ア ル ゼ ン チ ン
は 57 の BIT を締結している。（米州機構ウエブ
サイト http://www.sice.oas.org/ctyindex/ARG/






⑻ （ 米 国 商 務 省 貿 易 協 定 交 渉・ コ ン プ ラ イ ア ン
ス 局 ウ エ ブ サ イ ト http ://tcc .export .gov/
T r a d e _  Agreements/All_Trade_Agreements/





⑽ こ の こ と は，2004 年 米 国 モ デ ル BIT を 改 訂 し
た 2012 年米国モデル BIT にも引き継がれてい




省 ウ エ ブ サ イト http://www.state.gov/r/pa/prs/
ps/2012/04/188199.htm，2013年7月31日アクセス）。
⑾ Enhancing Trade and Investment， Supporting 
Jobs， Economic Growth and Development: 
Outl ines of the Trans-Pacif ic Partnership 
Agreement :  Outl ines of the Trans-Pacif ic 
Partnership Agreement， November 12， 2011. 
（http://www.ustr.gov/about-us/press-office/fact-
sheets/2011/november/outlines-trans-pacific-
partnership-agreement, 2013 年 7 月 4 日アクセス）.
⑿ 以下の記述は，特に断わりのない限り，経済産業省
通商政策局 [2013: 680-682] の記述に依拠している。
⒀ Peterson [2011]. アルゼンチンがすべての事件に敗
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cancilleria.gob.ec/wp-content/uploads/2013/04/
22abr_declaracion_transnacionales_eng.pdf，2013
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